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電力は産業、生活等の人々の活動全般を支える上で欠くことの出来ないエネルギーであり、環境・
安全面に配慮、したその安定的供給は、国家的要請である。しかし、立地地域にとって電力供給施設立
地(以下電源施設立地)は、地域振興の起爆剤となりうる反面、施設そのものの持つ特質ゆえに一種
迷惑施設的側面も有している。従って、電源開発においては、「安定的かっ安全な電力供給:電源施
設立地の円滑化=地域振興(立地地域への貢献) J という論理は不可欠とされている。特に、地球環
境への配慮からエネルギー転換が要請されている中で、新たな電源施設立地と真の豊かさ実現のため
の地域振興との共生を如何に図るかはますます重要な課題になりつつある。
そこで本研究では、電源施設立地と地域振興とを効果的に結び付ける仕組み、方策を改めて検討
するための第一歩として、全国有数の電源(原子力)施設立地地域である福井県嶺南地域を対象に、
立地からこれまでの約 30 年を振り返り、電源施設立地が地域に対してどのような影響・効果を及ぼし
てきたかについて多角的な観点からの実証的分析を試みる。
2 電力供給施設立地と地域振興との関係
上述したように、電源施設は国家的広域的要請を背景として、 トップダウン的にその立地が決定
されるという側面を持つ。また、施設そのもののも大規模であり、地域の地場産業と必ずしも親和性
が高いとは言えず、産業振興に直接結びつき難い面がある。加えて、原子力発電施設の場合には、安
全性という点での特別な配慮が要求される。こうした点において、通常の工場等の企業誘致とは、立
地(誘致)に至るプロセス、立地後の地域に与える影響等の面において、かなり異なった様相を呈す
ることになる。
ここで、電源施設立地(誘致)に至る経緯と、建設・営業開始を経て地域に与える影響過程を、波
及的期待効果も含めて一般的構図として示したのが図 1 である。これを踏まえた上で、電源施設立地
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和信
が地域に与えた影響の実態を捉えるにおいては、以下の諸点に留意する必要があろう。
①電力供給施設立地の適正条件(広大な用地や大量の水の必要性、安全への配慮等)の関係から、
通常人々の活動空間から隔絶した地区に立地する。
②誘致地域(市町)は過疎、財政難、地区格差といった地域課題を抱えている場合が一般的であり、
こうした課題の解消が誘致に対する地域的要請であり、初期段階における地域としての期待を形
成している。
③反面、大規模施設立地に伴う生活環境変化や安全性に関する意識の差異ゆえに、地域住民の聞に
誘致をめぐる賛否両論が存在することになり、このことが立地後の振興策のありようにも影響す
ることが考えられる。
④ 立地に伴う直接的インパクトに加えて、電源開発固有の振興・支援策(電源三法交付金や立地企業
による種々の取り組み)が外発的に投入される。
⑤地域は、先ず直接的インパクトや外発的支援策の実施による一次波及効果を通して、その状態量
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図 1
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を変化させていくことになる。
続いて、更なる連鎖的波及効果を生み出すことによって、自立内発的振興プロセスへと移行し、
地域住民が真の豊かさを実感し得るレベルへと高まることが期待される。ここに、共生的地域振興策
による地域づくりの意義が存在することになる。
3 分析の視点と方法
電源施設立地に伴って、地域には以下のような直接的インパク トが作用する。
①雇用面への影響:施設の建設、営業開始に伴って、外部からの関係者の流入とともに、地元地域
に対して新たな雇用需要が発生する。この地元雇用には、建設や営業開始後の定期点検に伴う臨
時的雇用と、電力事業者及び関連事業者への継続的雇用がある。
②建設業への影響:施設そのものの建設と工事用道路等の関連工事に伴って、その一部は地元建設
業者に発注されることになり、建設産業分野の拡大が生ずる。
③商業・サービス業への影響:電源施設の建設、営業に伴う人口流入によって、日用品等の生活関
連財や種々の生活サービスの新規需要が発生する。また、施設の営業開始とともに、業務関連用
品等が地元調達されることになり、地元商業販売額の増大が期待される。
④所得への影響:電源施設は広大な用地を必要とすることから、地域の山林、農地等の大規模売却
や多額の棟、業権補償によって、関係土地所有者や漁業者の所得が一時的に増大する。
⑤財政への影響:電源施設からの固定資産税や事業者からの地方税による税収増や電源三法関連交
付金によって、財政の改善が図られる。
こうした直接的インパクトが、相互にどう関連し、地域のどういった面に影響を与えていくかを模
式的に示したのが図 2 である。分析においては、以上を前提に直接的インパクトが地域の種々の状態
量をどのように変化させてきたかを見ることにする。
人口・技能
図 2 電源施設立地が地域に与える影響の模式図
- 41-
川上洋司・李 偉国・ 倉田知幸・浅田潤・久郷明秀 ・川島輝之・津山手口信
そのために先ず、電源施設立地地域である福井県内の 4 市町(敦賀市、美浜町、高浜町、大飯町)
と、福井県内で期首時点(1970 年)において人口規模がそれらの地域とほぼ同じである (6 万人以
下)非立地地域の市町村 (24 市町村)を対象に、地域の状態量を示す指標を、「人口・技能J 、「生産・
消費J 、「財政・収入J 、「生活・環境」といった 4 視点から抽出し、 1970 年以降の時系列地域特性デー
タベースを作成する。データは主に市町村勢要覧を用い、人口は 5 年毎の国勢調査デー夕、それ以外
の年次は住民基本台帳に基づくものであり、その他の指標も国・県が発表する統計に基づいている。
作成したデータベースから、以下により分析を行う。
①電源施設立地に関する履歴と立地地域の各種状態量変化との対応関係に関する分析
②電源施設立地の有無による地域の状態量変化の比較分析
③地域状態量とその推移を総合的に見た場合の立地 4 市町の共通性、非立地地域との異質性の抽
出(主成分分析)
また、大飯町を対象に、現地調査とヒアリングを踏まえ、電源立地の経緯と地域の取り組みにつ
いて考察する。
4 . 電力供給施設立地の履歴と地域状態量変化の関係
立地地域それぞれについて、施設立地の履歴(設置許可(建設開始)、営業運転開始時期等)と種々
の地域状態量変化との対応関係を見た結果、以下のような点が指摘される。
①直接的インパクトを反映し、人口、固定資産税等の税収、財政指数については、施設の建設と営
業開始の聞に変化の時期的対応関係が見られる。特に大飯町のような規模の小さな地域において
顕著な対応関係が見られ、直接的インパクトの影響の大きさが窺える。図 3 は大飯町における施
設立地履歴と人口変化との対応関係を示したものであるが、 1 ， 2 号機の建設・営業開始、 3， 4 
号機の建設・営業開始といった二つの時期にほぼ対応して人口が不連続に増大していること、近
年微減傾向にあるが結果としてこの約 30 年間の聞に約 5700 人から約 7000 人まで人口が増大し
ていることがわかる。過疎からの脱却という点では、誘致に伴う地域の期待は一応達成したと見
ることが出来る。
② 1976 年に 3 号機の営業が開始されて以降、新たな施設立地がなされていない美浜町については、
近年人口が急激に減少しており、人口定着・減少の歯止めに必ずしも結びついていない状況が見
られる。
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図 3 電源立地の履歴と人口推移
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③建設業関連の指標の動向を見ると、従業者数の変化(増減)が大きく、施設建設等による一過性
的需要の影響が見られる。しかし、どの地域においても、全体的には増大傾向にあり、税収増・
三法交付金による公共事業需要が継続的に存在していることが推察される。
④高浜町、大飯町において、 工業生産性の変化と施設立地・営業時期との間に若干の対応関係が見
られるものの、ここで取り上げている指標のみでは産業全般への影響は明確ではない。
5 電源立地の有無による地域間比較
ここでは、 1970 年時点で電源立地 4 市町それぞれと同人口規模の市町村を比較対象地域として選
定し、地域状態量の推移傾向に関する比較分析を行う。
その一例として、「財政力指数」の推移をとりあげ、大飯町と同人口規模の 2 地域(池田町、永平寺
町)の比較を示したのが図 4 であり、同様に美浜町と同人口規模の 2 地域(芦原町、今立町)との比較
を示したのが図 5 である。
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大飯町では、 79 年の 1 ， 2 号機の運転開始によって、財政力指数は急上昇(改善)する。 その後 85
年から-_ê_減少に転ずるものの、 91 年の 3， 4 号機運転開始によって、再び上昇するといった推移を
示しており、比較対象地域の推移とは大きく異なった傾向を示している。
美浜町についてみると、 76 年に 3 号機の営業運転が開始されて以来急激に上昇するが、 80 年を境
に財政力指数の減少傾向が始まっており、電源立地による財政力の増加が一過性的なものであるとい
える。この推移傾向についても、比較対象地域のそれとはかなり異なった傾向を示している。
取り上げた地域状態量指標全てについて、以上のような比較を行った結果を総括したのがが表 1 で
ある。表 1 より、電源立地の有無がどのような地域状態量推移に影響を及ぼしたのかをおおよそ読み
取ることが出来、以下のような点が指摘できる。
地域間比較によっても、「建設業従業者率」、「財政力指数」、「固定資産税率J といった立地による直
接的インパクトに関わる状態量の推移において、立地地域の傾向が大きく異なること、美浜町を除い
て「人口」の伸びも比較的大きく、高齢化の進展が若干緩やかであることがわかる。 しかしながら、
製造業従業者率、工業生産性、小売・サービス業従業者率、一人当たり消費額等については、同様な
傾向か、むしろ伸び率が若干低い傾向にあり、産業面への波及的効果は必ずしも現れていないことが
指摘される。
表 1 電源立地4市町の特徴
立地地域 敦賀市 美浜町
点 \比較地域 鯖江市 芦原町今立町
総人口 同傾向(増) 微増、 85 年以降人口 減少
技能 高齢化率 同程度
同程度
-----ー---ー----ーーーー-- - 融 --・ー ・・ーーーーーー-- - -- - --_同傾向 同傾向
専・技職業 l 同程度 若干高い
生産
消費
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6. 電源立地の特性 一共通性と異質性一
ここでは、地域状態量及びその推移傾向を総合的に捉え、その中から電源立地地域間の共通性や、
非立地地域との異質性を抽出するために主成分分析を行う。分析対象として、先述のように電源立地
地域である 4 市町と、それ以外の 24 市町村の状態量をケースとし (70 年~95 年までの 5 年ごと計
6 時点 X28 市町村=168 ケース)、地域状態量を示す 17 指標を変数とする。主成分分析の結果は、表
2 の通りである。ここで取り上げた地域の特性及びその変化の差異を示す主要な軸として 4 つの軸
が抽出される(累積寄与率 63%)。
抽出された 4 つの主成分の意味を因子負荷量から解釈すると、以下のようになる0
・第 1 主成分は、卸売業、サービス業者率、一人当たり消費量等の指標が高く寄与していること
から「都市化度J
-第 2 主成分は、製造業従業者率が正に、高齢化率の指標が負に高く寄与していることから「産
業機能性」
・第 3 主成分は、技能工・建設作業者率、高齢化率等の指標が正に、財政力指数、総人口等の指標
が負に高く寄与していることから「財政基盤力J
・第 4 主成分は、 15 歳以上就業者率、建設業従業者率、財政力指数等の指標が高く寄与している
ことから「公共事業等への依存性」
この中で、大飯町と比較対象 2 地域(永平寺、池田町)の第 1 及び第 3 主成分平面上での推移を
見たのが図 6 であり、第 1 及び第 4 主成分平面上での推移を見たのが図 7 である。
表 2 主成分分析の結果
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大飯町についてみると、第 1 主成分である「都市化度J が非常に増大している。特に、 1 ， 2 号機
の運転開始 (79 年)直後、 3， 4 号機の運転開始 (91 年)直後には、大幅に増加している。第 3 主
成分である「財政基盤力」でも、運転開始時期と対応した財政基盤の向上傾向を見ることができる。
一方、第 4 主成分である「公共事業等への依存性J の方も、 80 年と 95 年の得点が他の年代時期よ
り高くなっている。他の立地地域についても、ほぽ同様な傾向が指摘される。
70 年から 95 年にかけての 6 比較時点での 28 市町村の第 3 主成分得点の順位変動をみたのが表 3
である。 これから立地初期(営業運転開始及び設置許可)の 70 年と、電源三法が成立し、また 4 市
町村と も営業運転が開始した後の 70 年代後半と比較すると、 4 立地市町全てが財政基盤の高いラ ン
ク に位置していることがわかる。 つまり、第 3 主成分(財政基盤力)が立地地域の共通性を示す軸であ
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表 3 福井県における各市町村の第 3 主成分得点の順位
70年 75年 80年 85年 90年 95年
財政基盤力低い 永平寺町 今立町 今立町 名田庄村 池田町 美山町
今立町 永平寺町 織田町 池田町 美山町 池田町
J 、 松岡町 池田町 美山町 織田町 織田町 清水町
織田町 松岡町 池田町 朝日町 今庄町 織田町
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町村
ること、そして電源立地地域の地域活性度は他地域より高いことが指摘される。また、第4 主成分の
得点順位をみると、同じように電源立地地域は他地域より公共事業等への依存性が高いことが窺える。
7. 立地の経緯と地域の取り組み一大飯町のケース
ここでは、電源立地地域 4 市町の中から大飯町を対象に、電源三法交付金，税収増を活用した地
域振興の履歴を追うと同時に、現地調査と行政担当者からのヒアリング結果を合わせ、電源立地と地
域の取り組みについて検証してし、く。
7.1 大飯発電所誘致・建設の背景と経緯
大飯発電所誘致の背景としては、昭和 28 年 13 号台風による甚大な水害、昭和 30 年の合併、水害
復旧支出による極度の財政悪化、人口流出による過疎化という深刻な状況下にあり、当時県下 35 市
町村中、地域活力という点で最下位に位置づけられていた。これに加え、合併により、陸路のない生
活困難地区(大島地区)を抱え込み、町にとってその対応も重要な課題であった。電源誘致は、こう
した諸々の課題(過疎、財政難、地区間格差)の存在を背景に、その解消のきっかけづくりという地
域的要請として進められることになった。つまり、園、県、電力事業者によるトップダウン的要請と
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ともに、地域の実状からの要請が強く働いていたことは間違いない。裏返せば、電源立地に伴う地域
振興への期待、目的は、外からのてこ入れによる過疎、財政難からの脱却、地区格差是正(僻地の解
消)にあったとみることが出来る。こうした点は、大飯町に限らず、他の立地地域にも共通するもの
といえ、初期段階の地域振興のありょうを決定付ける条件と思われる。
上記を背景に、それら町自治体が抱える問題の解決策として、原電誘致に向けて、安全性を中心と
した調査、検討が水面下で進められ、昭和 44 年に議会で原発立地が決定される。しかしながら、海
外を含む他地域での事故発生や行政主導であったことを契機として、反対闘争等が発生し、再検討を
余儀なくされるが、その後昭和 47 年に、安全性と地域振興(原子力を中心にしたまちづくりビジョン
の公表)に関する協定が関電との聞に締結され、 1 ， 2 号機の原子炉設置許可がおり、工事の再開が
決定することとなる。
昭和 56 年 4 月には、敦賀で放射漏れ事故が発生するが、大飯町では 8 月に 3， 4 号機の増設のた
め、事前調査の申し入れを行うと同時に、まちづくりビジョンとして「第二次振興計画」を策定 (3，
4 号機増設をにらんだ原電を挺子にしたまちづくりビジョン)する。 それと並行して、昭和田年か
らは、 CATV を通じて、安全性の PR、情報の透明化に取り組んでいる(生放送による公開ヒヤリング等)。
昭和 58 年、「まちづくりの会」による住民投票条例制定直接請求書の提出→議会により否決(単
なる賛否ではなく、地域振興(共生)策等を勘案した総合的な判断が必要との認識)このように、原電
誘致を安全性の確保と地域振興とを併せて考えることによって、町民の理解を得ようとする過程が、
第 1 期 2 期共に見られる。
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7.2 地域の取り組みの状況
電源立地による収入増で、町財政は財政難からの脱却を果たすことに成功したが、地域振興を主眼
においた、それらの使途にはいくつかの特徴を見ることができる。
まず、三法交付金については、その使途を項目別に累積させたグ ラフ(図 8) を見ると 、 昭和 50 年
から 60 年の間には、教育文化施設への振り分けが最も多 く 、昭和 60 年以後は、産業振興施設への振
り分けが単独的に急増し、また、平成 5 年からスポーツ施設の面にも多く配分がなされるようになっ
てきている。こうしたことから三法交付金については、その重点項目の変遷において、第 1 期(教育
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図 8
電力供給施設立地が地域に及ぼした影響に関する実証的分析
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文化施設への重視)、第 2 期(産業振興施設への重視)、第 3 期(スポーツ・レクリエーション施設へ
の重視)という 3 つの時期を見ることができる。
これまでの地域に交付された三法交付金の全体を使途別(図的で見ると、産業振興施設に振り分け
た額は全体の 43% と最も多い。スポーツ施設、教育文化施設はそれぞれ 22% と 17%で 2 位， 3 位と
なっている。
つまり、ヒアリングで得られた情報のように、大飯町では 1 ， 2 号機関連は教育施設整備に対して
重点配分しており、 (3 つの村の統合に伴う学校統合経費、中学校の新設、 LL教育の充実等)、 3 ，
4 号機関連は生活(上下水道同時施行(下水の普及率は 100%)) 、産業基盤整備に対じて重点配分と
なっている。
一方、原電立地に伴う一般財源の増収分については、国や県の補助事業を積極的に取り込むことに
よって、各種地域整備を促進することに力点を置いている。
例えば、圃場整備、各種施設の近代化の促進であり、ソフト面では、乳幼児の医療費の無料化、三
人目の保育料の無料化等が挙げられる。
これらの三法交付金、税収増を踏まえて町では、原電誘致以前は、町の活性度という点で県内 35
位であったが、現状はかなりのところまで達したと認識している。
7.3 原電立地に伴う地域波及効果についての総合的見解
1 号機の建設から現在までのおよそ 20 年間のうちに、町に対して計約 1 兆 5 百億の投資(1， 2 号
機関連 3500 億、 3， 4 号機関連 7200 億)がなされた。 この効果は大きいものがある。
雇用の面について見ると、 1 ， 2 号機点検期と 3 ， 4 号機建設期のピーク時には 6000 人の労働力
需要があった。この内約 400 人は町内雇用である。現在も、定期検査を含め 1000 人~2000 人の労
働力需要があり、この内約 300 人が地元雇用である。
地元の認識としては、雇用面のみならず、人が動けば金も動く(種々の生活関連需要が発生)ことに
より、大きな経済効果があったとみなしている。
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21C に向けての豊かさ実現に向けて、 471 万 kw と単一自治体としては日本一の原子力発電量を売
り物に、原電との共生を図り「日本一のまちづくり J を目指す町民主体の地域振興、町民の意見を反
映させた地域自前の振興を目指している。
その一つが、近敦線(高速道路)や小浜線電化による近畿圏とのアクセス向上を契機とした受け皿整
備であるが、交通網の整備により若年層を呼び戻そうと考えている反面、吸い取られることも考慮し
た上で(更なるストロー現象を危倶している)、 10 年前から原子力だけでなく独自の産業を盛り立て
ていこうとする計画が進んでいる。しかし現状では、地域外の大手企業に魅力を感じるのか若い労働
力のUターンは少なし、。
現地視察、ヒアリングを通して、種々の公共施設が立派であること、さらには外部からの呼び込み
型のレクレーション施設が立地、建設中であることが実感された。こうした取り組みが、建設業就業
者が非常に多い背景と思われる。しかし、呼び込み型施設を設けることで町に経済効果をもたらそう
としている割には、飲食店、宿泊施設などが不十分であり、官民一体となった地域としての取り組み
という点では不十分な段階にあるといえる。また、大飯町という町は周辺地域と共にレベルアップを
図ることを必ずしも考えているとは思えず、町単独でのレベルアップを目指す段階にあり、隣接地域
との連携指向が現在のところ弱いことが指摘される。
8. まとめ
本研究では全国有数の電源(原子力)施設立地地域である福井県嶺南地域を対象に、立地からこれ
までの約 30 年を振り返り、電源、施設立地が地域に対してどのような影響・効果を及ぼしてきたかに
ついて多角的な観点からの実証的分析を試みた。その結果をまとめると以下のようになる。
①電源施設の誘致に関して、安全性への懸念はあるものの、過疎・財政難・地域内格差等の解消
といった地域的要請から誘致に至るという共通した背景が見られる。 もし立地地域に電源立地
がなされなかった場合には、上記課題の解消が難しかったであろうことは間違いない。 特に過
疎化の歯止め、財政難からの脱却という点では初期の期待効果をもたらしたといえる。大飯町
の事例は、このことを典型的に裏付けている。
②電源施設の立地に伴って、「財政・収入J 、「人口・技能」、「生産・消費」、「生活・環境j などの
面について、直接及び間接的に立地地域に及ぼした影響が大きいことが分かつた。 しかしなが
ら、電源交付金、建設時の人口増加等の一過性も存在している。例えば、美浜町のように人口
定着・減少の歯止めに必ずしも結びついていない状況が見られる。
③福井県 2 8 市町村の時系列地域状態量(人口、財政力指数、建設業従事者等)を収集、データ
ベース化し、その推移傾向を総合的にとらえて主成分分析を行った。 これから、 電源立地とい
う観点から立地市町村同士の共通性と非立地市町村との異質性を示す総合指標(①都市化度，
②産業機能性，③財政基盤力， ④公共事業等への依存性)を抽出することができた。 これによ
り電源立地による効果(影響)の現状を総合的に把握することができ、今後、電源立地の効果、
影響を総合的に評価する一つの手法として適用していくことも考えられる。
④立地地域では自立的発展に向けての種々の取り組みが試みられている。大飯町の場合は、 教育
文化施設→産業振興施設→スポーツ施設などの振興策が段階的、 重点的に促進され、 10 年前か
ら原子力だけでなく独自の産業を盛り立てていく計画が進められている。 しかし、現在のとこ
ろ地域が自立的発展過程に至っているかについては、現段階では必ずしも評価し得ないが、疑
問の残るところである。
上記のことから、今後電源施設依存から脱却し、自前の振興策を図ることが立地地域にとっての
振興策として重要であり、その為の受け皿整備を図っていくことが課題と思われる。 また、 電源施設
との共生に向けてのアイデイアを出し合って、共に地域振興というものの真の意味を問い、新たな地
域をつくっていこうとすることが求められる。何れにせよ、地域の振興は地域の住民が主体となるこ
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とが不可欠である。
今回の分析は電源立地による効果が顕著に現れる電源立地市町村に焦点を当てて実施した。しか
し、電力移出県等交付金などの電源三法交付金が嶺北地域にも充当されているということは否めない
事実であり、今後、嶺北地域をも対象として電源立地の効果の度合を検討していく必要がある。また、
今回の分析は市町村ベースで実施しており、立地市町村内部(地区単位)での電源施設立地による影
響の差異等は導出されていない。この点からのアプローチは今後の課題である。
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